
○継続管理文書の保存期間について（通達） 

平成２０年８月２０日 

福岡県警察本部内訓第３７号 

この度、継続管理文書の保存期間を次のように定め、８月２０日から施行することとしたので、

その運用に誤りのないようにされたい。 

記 

１ 趣旨 

この内訓は、福岡県警察公文書管理規程（平成１４年福岡県警察本部訓令第７号。以下「規

程」という。）第４０条第２項の規定に基づき、職務遂行上、継続して活用する公文書の保存

期間について必要な事項を定めるものとする。 

２ 定義 

この内訓において、職務遂行上、継続して活用する公文書（以下「継続管理文書」という。）

とは、台帳、帳簿、カードその他の公文書で、加除、修正、追記等により当該公文書を作成し

た年（年度）が特定できないもの又は作成し、若しくは取得した時点ではその保存期間を特定

できないものをいう。 

３ 保存期間及び区分等 

（１） 保存期間 

継続管理文書の保存期間は、当該公文書を作成し、又は取得した時点から当該公文書が職

務遂行上、継続して活用する必要がなくなるまでの間とする。 

（２） 区分 

継続管理文書の保存期間の区分は、継（長期）、継（１０年）、継（５年）、継（３年）、

継（１年）、継（用廃）及び継（○年）とする。 

（３） 継続して活用する必要がなくなってからの保存期間の表示 

区分について、「継」の次に、継続して活用する必要がなくなってからの保存期間をそれ

ぞれ公文書保存期間基準表（規程別表第２）を基準に、（長期）、（１０年）、（５年）、

（３年）又は（１年）と表示し、保存期間が１年未満のものについては、（用廃）と表示す

るものとする。ただし、保存期間について法令等の規定により、特別の定めが設けられてい

る場合は、当該法令等の定める期間を括弧内に表示するものとする。 

４ 職務遂行上、継続して活用する必要がなくなった公文書の取扱い 

職務遂行上、継続して活用する必要がなくなった公文書は、規程第４０条第１項及び第３項

並びに別表第２の規定により取り扱うものとする。 


